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地域産業の主役としての組合を目指せ

　伝統工芸品や地場産品を生産と販売を担う産地型
の中小企業組合は、今でも全国各地に多数存在する。
地域産業の主役というと、この産地型組合をイメージ
してしまうかもしれない。しかし地域産業とは、「地域

（都道府県や市町村といった行政区域や地域住民に
よる日常生活圏など）に存在するすべての産業のこと」
を指すのであり、特産品を扱う事業者とその連携組織
だけで地域産業が構成されているのではない。つまり、
地域に存立するすべての業種に属する企業群が地域
産業の担い手として、地域の生活者の雇用と暮らしを
支えているのである。
　従って、地方創生が叫ばれる中、中小企業と組
合の存続と発展が持続しない限り、地域産業は疲弊、
縮小する。逆に、地域の中小企業と組合が、そのステ
イクホルダー（顧客、従業員、借入先、出資者、仕
入れ先、地域住民）にとって魅力的な存在となり、地
域産業の主役として地域経済・社会を牽引していくこ
とこそが求められている。
　例えば、中小企業組合ではないが、北海道礼文島の 
香深漁業協同組合は、組合員である漁師のために各種 
共同事業（資材等の共同購入、魚介類の共同集荷・ 
出荷・加工、ネット販売、漁業無線など）を展開して
いる。さらに、組合員と地域住民のために、漁協直営
店事業を行っている。この直営店は、直売店とレスト
ランからなり、直売店は島内最大のスーパーマーケッ
トとして機能している。特に、島民が必要とする商品
であれば、たとえ年に数個しか売れない商品であって
も、在庫を確保し、地域住民の暮らしを守る経営姿
勢を持つ。また、レストランは、昼夜営業することで、
島外の観光客相手の事業にとどまらず、島民の憩いの
場として、また若年労働力の雇用の場としても機能し
ている。
　この事例は、中小企業と組合を取り巻く地域の経
済的問題の解決に資する取組とみなすことができるが、
それ以外に福祉、環境、安全、健康、教育など、地
域における多様な社会的問題に対しても、組合は貢献
していくことが求められる。
　一方、協同組合高尾パークハイツ名店会では、大
型店の出店などに伴う経営環境の悪化に対応するた
めに、新しい組合事業のアイデアを組合が立地する
地域の歴史や文化といった地域資源に求めた。具体

的には、同名店会の近くにある日本最大の菅原道真
公の銅像（4.8m）を観光資源として活用して地域活
性化を目指す取組、「開運！菅原道真公」プロジェク
トを2016年度からスタートさせた。このプロジェクト
は、菅原道真公の銅像を軸とした文化遺産を組合員
の販売戦略と結びつけようとする企画である。ちなみ
に、道真公の銅像をPRし、近隣の高尾山に流れてい
る観光客を誘致するだけではなく、名店会の各店が道
真公に因んだ「合格〇〇」といったオリジナル商品を
企画、販売することを計画している。あるいは、オリ
ジナルキャラクターやゆるキャラを製作し、町おこしを
通じた観光客の誘致を通じて、商店街の賑わいを創出
することを目指している。このプロジェクトが単に観光
客誘致にとどまらず、販売促進活動として、また地域
貢献活動としても機能することを目指している。同組
合の取組は、地域資源の再発見と活用を通じて、商
店街を改めて地域産業の主役に再浮上させる新たな
販売戦略の展開といえる。
　また、協同組合加悦谷ショピングセンター（通称：
ウイル）は、モータリーゼーションと地域間競争に対
応するため、1987年にオープン以来、３度にわたるリ
ニューアルを行ってきた。2017年に30周年を迎えるに
あたり、地元にある３つの中学校のクラブ活動を応援
する記念イベントを展開している。具体的には、ウイ
ル内各店でお客様に発行されたお買上げレシートを中
学校応援ボックスに投函してもらい、応募期間（２ヶ月）
分のレシート集計総額（税抜き）を集計し、売上総
額の0.1％を同組合から中学校に寄付をし、クラブ活
動に役立てようとの取り組みである。地域貢献事業と
して、地元住民との結びつきを強化することにつなが
ると同時に、結果的に集客にも効果が出ることが期待
できる事業といえる。
　以上の事例組合は、必ず自分達を取り巻く現状と
課題について、地域や業界の観点から、しっかりとし
た把握を行っている。その結果、導き出される解決策
として、新しい組合事業を創出し、展開しているとい
える。言い換えれば、単なる思いつきや流行に乗った
事業ではなく、組合と組合員がおかれた現実を見つめ
直し、そこから見出される強みや弱み、機会や脅威を
基にした共同事業の創造を行うことで、地域産業の主
役としての機能を獲得できるのである。
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